
９．保険会社およびその子会社等の状況

（１）主要な業務の状況を示す指標
（単位：億円）

経　 常 　収 　益

経　 常　 利　 益

親会社に帰属する四半期純剰余

四半期包括利益

総　　　資　　　産

ソルベンシー・マージン比率

（２）連結範囲および持分法の適用に関する事項

連結される子会社および子法人等数 ７ 社

持分法適用の非連結の子会社および子法人等数 ０ 社

持分法適用の関連法人等数 １３ 社

項　　目

32,073 

2,158 

1,733 

440 

1,689 

平成２６年度末
平成２７年度第３四半期

連結会計期間末

（注）平成２７年度第３四半期連結累計期間より、「四半期純剰余」を「親会社に帰属する
　　　四半期純剰余」として表示しています。

項　　目

10,180 

365,796 

1,068.4％ 

平成２７年度第３四半期
連結累計期間

370,314 

1,025.9％ 

平成２６年度第３四半期
連結累計期間

34,606 

3,109 
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（３）四半期連結貸借対照表
(単位：百万円)

（平成２７年１２月３１日現在）

240,038 208,844

368,000 617,011

229,523 229,337

29,256,897 29,555,159

5,076,391 4,993,646

932,531 923,602

64,183 68,943

1,647 1,151

675 571

317,794 326,679

74,345 88,536

1,779 2,031

20,848 20,854

△5,034 △4,897

36,579,624 37,031,472

30,592,941 31,313,892

支 払 備 金 114,465 108,397

責 任 準 備 金 30,225,061 30,914,440

社 員 配 当 準 備 金 253,414 291,053

9 13

804 949

保 険 契 約 準 備 金

代 理 店 借

再 保 険 借

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

支 払 承 諾 見 返

代 理 店 貸

再 保 険 貸

そ の 他 資 産

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

金　  　額金　　  額

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金

平成２７年度平成２６年度末
第３四半期連結会計期間末要約連結貸借対照表

（平成２７年３月３１日現在）

期 別

科 目

― 238,310

700,186 359,053

1,084 1,095

92 92

2 5

492,907 511,955

504,535 457,787

85,877 85,539

20,848 20,854

32,399,288 32,989,548

260,000 260,000

470,000 470,000

452 452

472,533 464,066

1,202,986 1,194,519

2,838,597 2,698,878

15,456 20,088

118,988 118,883

22,894 9,955

△22,862 △4,545

2,973,074 2,843,261

4,274 4,143

4,180,335 4,041,923

36,579,624 37,031,472

（注）平成２７年度第３四半期連結累計期間より、「少数株主持分」を「非支配株主持分」として

　　　表示しています。

純 資 産 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

退職給付に係る調整累計額

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

負 債 及 び 純 資 産 の部 合計

その他の包括利益累計額合計

非 支 配 株 主 持 分

再 評 価 積 立 金

連 結 剰 余 金

基 金 等 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

基 金

基 金 償 却 積 立 金

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

偶 発 損 失 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 負 債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

社 債
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（４）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

(単位：百万円)

期　別

　　科　目

3,460,643 3,207,332

2,583,011 2,546,755

779,997 582,345

( うち 利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 ) （ 492,045 ） （ 499,277 ）

( うち 金 銭 の 信 託 運 用 益 ) （ 0 ） （ 0 ）

( うち 有 価 証 券 売 却 益 ) （ 182,037 ） （ 8,334 ）

( うち 特 別 勘 定 資 産 運 用 益 ) （ 66,774 ） （ ― ）

97,634 78,231

3,149,702 2,991,444

1,972,401 1,745,797

( うち 保 険 金 ) （ 491,289 ） （ 425,828 ）

( うち 年 金 ) （ 649,830 ） （ 530,654 ）

( うち 給 付 金 ) （ 315,607 ） （ 303,445 ）

( うち 解 約 返 戻 金 ) （ 336,454 ） （ 344,622 ）

700,658 689,825

700,307 689,619

350 205

68,616 126,269

( うち 支 払 利 息 ) （ 2,504 ） （ 3,733 ）

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

責 任 準 備 金 繰 入 額

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

保 険 料 等 収 入

資 産 運 用 収 益

平成２７年度第３四半期連結累計期間

平成２７年　４月　１日から

平成２７年１２月３１日まで

金　　額

そ の 他 経 常 収 益

金　　額

経 常 収 益

平成２６年度第３四半期連結累計期間

平成２６年　４月　１日から

平成２６年１２月３１日まで

　　（四半期連結損益計算書）

( うち 有 価 証 券 売 却 損 ) （ 30 ） （ 1,808 ）

( うち 有 価 証 券 評 価 損 ) （ 63 ） （ 10,197 ）

( うち 特 別 勘 定 資 産 運 用 損 ) （ ― ） （ 7,056 ）

271,246 281,568

136,778 147,983

310,940 215,887

898 510

898 510

117,057 22,644

1,594 2,355

1,336 758

1 3

111,974 19,049

476 476

1,674 ―

194,781 193,753

25,611 19,993

110 226

25,722 20,219

169,059 173,533

97 168

168,961 173,365

（注）平成２７年度第３四半期連結累計期間より、「少数株主損益調整前四半期純剰余」を「四半期純剰余」、「少数株主利益」

　　　を「非支配株主に帰属する四半期純剰余」、「四半期純剰余」を「親会社に帰属する四半期純剰余」として表示しています。

法 人 税 等 合 計

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 等 処 分 損

社 会 厚 生 事 業 増 進 助 成 金

非支配株主に帰属する四半期純剰余

事 業 費

親 会 社 に 帰 属 す る 四 半 期 純 剰 余

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 剰 余

法 人 税 及 び 住 民 税 等

特 別 利 益

そ の 他 経 常 費 用

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

固 定 資 産 等 処 分 益

経 常 利 益

四 半 期 純 剰 余

減 損 損 失

そ の 他 特 別 損 失

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額
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(単位：百万円)

平成２６年度第３四半期連結累計期間 平成２７年度第３四半期連結累計期間

期　別 平成２６年　４月　１日から 平成２７年　４月　１日から

　　科　目 平成２６年１２月３１日まで 平成２７年１２月３１日まで

金　  　　額 金　  　　額

169,059　 173,533　

849,000　 △129,504　

815,820　 △138,900　

12,820　 4,632　

2,213　 208　

1,548　 △236　

13,555　 18,309　

3,042　 △13,517　

1,018,059　 44,029　

1,017,972　 43,865　

87　 163　

（注）平成２７年度第３四半期連結累計期間より、「少数株主損益調整前四半期純剰余」を「四半期純剰余」、「少数株主に係る

　　　四半期包括利益」を「非支配株主に係る四半期包括利益」として表示しています。

（四半期連結包括利益計算書）

土 地 再 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

持分法適用会社に対する持分相当額

四 半 期 包 括 利 益

親 会 社 に 係 る 四 半 期 包 括 利 益

非 支 配 株 主 に 係 る四 半期 包括 利益

四 半 期 純 剰 余

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括 利 益

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

退 職 給 付 に 係 る 調 整 額
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注記事項 

（四半期連結貸借対照表関係） 

平成２７年度第３四半期連結会計期間末 

 

１． 「企業結合に関する会計基準」（平成２５年９月１３日 企業会計基準委員会。以下「企業結合会計

基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（平成２５年９月１３日 企業会計基準委員会。

以下「連結会計基準」という。）、および「事業分離等に関する会計基準」（平成２５年９月１３日 企

業会計基準委員会。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当第３四半期連結累計期間から適用

し、支配が継続している場合の子会社および子法人等に対する当社の持分変動による差額を連結剰余金

として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更して

おります。また、当第３四半期連結累計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計

処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結累計期間の四半期連結

財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純剰余等の表示の変更および少数株主

持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第５８－２項（４）、連結会計基準

第４４－５項（４）および事業分離等会計基準第５７－４項（４）に定める経過的な取扱いに従って

おり、当第３四半期連結累計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の経常利益および税金等調整前四半期純剰余はそれぞれ

１，００４百万円減少しております。また、当第３四半期連結会計期間末の連結剰余金が１,００４

百万円減少しております。  

 

２． 四半期特有の会計処理 

当社の税金費用については、当第３四半期連結累計期間を含む会計年度の税引前当期純剰余に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純剰余に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。 

なお、当社の法人税等調整額は、法人税及び住民税等に含めて計算しております。 

 

３． 当社の責任準備金には、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、平成８年４月１日以前に

契約締結した個人年金保険契約について、予定利率２.７５％を用いて保険料積立金を計算したことに

より生じた差額を追加して積み立てることとしたもの（平成１９年度から３年間にわたる積立てを完

了。なお、年金開始する契約の年金開始後部分は、平成２２年度以降も年金開始の都度積立て）が含ま

れております。 

また、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、変額保険および平成７年９月２日以降に

契約締結した一時払養老保険契約を対象として平成２６年度において積み立てたものが含まれており

ます。 

 

４． 社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当連結会計期間期首現在高 

前連結会計年度連結剰余金よりの繰入額 

当第３四半期連結累計期間社員配当金支払額 

利息による増加等 

当第３四半期連結会計期間末現在高 

２５３,４１４百万円 

１８０,０４４百万円 

１４２,６５０百万円 

２４４百万円 

２９１,０５３百万円 

 

５． 消費貸借契約により貸し付けている有価証券（現金担保付債券貸借取引による有価証券を含む）の連

結貸借対照表価額は、１,５０２,５２０百万円であります。 
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平成２７年度第３四半期連結会計期間末 

６． 売却または再担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で借り入れ

ている有価証券であり、当第３四半期連結会計期間末において、すべて当該処分を行わず所有しており、

その時価は７,７８３百万円であります。 

 

７． 負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された外貨建劣後特約付

社債であります。 

 

８． その他負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

１００,０００百万円を含んでおります。 
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注記事項 

（四半期連結損益計算書関係） 

平成２７年度第３四半期連結累計期間 

 

１． 当社の当第３四半期連結累計期間における減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

（１）資産のグルーピング方法 

保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業等全体で１つの資産グループとしてお

ります。また、保険事業等の用に供していない賃貸不動産等および遊休不動産等については、それぞ

れの物件ごとに１つの資産グループとしております。 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

不動産市況の悪化等により、一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見られ

たことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

（３）減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

用 途 件 数 減 損 損 失 （百万円） 

土 地 建 物 計 

賃貸不動産等 ０件 － － － 

遊休不動産等 ３１件 ４４３ ３１０ ７５３ 

合 計 ３１件 ４４３ ３１０ ７５３ 

（４）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不動産

等については正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については見積乖離リスクを反映さ

せた将来キャッシュ・フローを２.０３％で割り引いて算定しております。また、正味売却価額につい

ては不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額等から処分費用見込額を差し引いた価額、または公示価

格等を基準にした評価額等をもとに算定しております。 

 

２． 当第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（賃貸用不動産等減価償却費を含む）は２３，６０３

百万円であります。 
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（５）連結ソルベンシー・マージン比率 

 （単位：百万円） 

項   目 平成２６年度末 

平成２７年度 

第３四半期 

連結会計期間末

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 7,002,417 7,158,563

 資本金又は基金等 1,024,615 1,059,432

 価格変動準備金 492,907 511,955

 危険準備金 667,380 673,743

 異常危険準備金 8,618 8,980

  一般貸倒引当金 1,677 1,543

 その他有価証券の評価差額×９０％（マイナスの場合１００％） 3,585,929 3,410,247

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） 252,268 262,264

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額 △31,883 △6,201

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 990,405 973,239

 負債性資本調達手段等 100,000 338,310

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等の

うち、マージンに算入されない額 
― ―

 控除項目 △169,671 △155,653

 その他 80,169 80,700

リスクの合計額 
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1 )()( RRRRRRRRR   （Ｂ） 

1,310,703 1,395,554

 保険リスク相当額          Ｒ1 119,662 118,843

 一般保険リスク相当額        Ｒ5 1,717 1,761

 巨大災害リスク相当額        Ｒ6 516 508

 第三分野保険の保険リスク相当額   Ｒ8 53,962 55,688

 少額短期保険業者の保険リスク相当額 Ｒ9 ― ―
 予定利率リスク相当額        Ｒ2 154,127 151,403

 最低保証リスク相当額        Ｒ7 9,772 8,010

 資産運用リスク相当額        Ｒ3 1,105,560 1,193,820

 経営管理リスク相当額        Ｒ4 28,906 30,600

ソルベンシー・マージン比率 
        （Ａ） 
     （１／２）×（Ｂ） 

 
1,068.4％ 1,025.9％

（注）  １．平成 26 年度末については、保険業法施行規則第 86 条の 2 および第 88 条ならびに平成 23 年金融

庁告示第 23 号の規定に基づいて算出しています。平成 27 年度第 3 四半期連結会計期間末につい

ては、これらの規定に準じて当社が合理的と判断する方法で算出しています。 

２．「最低保証リスク相当額」は、平成 23 年金融庁告示第 23 号第 4 条第 5 項に規定する標準的方式に

基づいて算出しています。 

 

（６）セグメント情報 

平成２７年度第３四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年１２月３１日まで）において、当社お

よび連結される子会社および子法人等は、生命保険事業以外に損害保険事業等を営んでいますが、当該事

業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、セグメント情報の記載を省略しています。 

 

×１００
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